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第13章 被災者生活再建支援法の適用状況

「被災者生活再建支援法」は平成7年の阪神・淡路大震災を契機として，住宅が全壊す

る等，生活基盤に著しい被害を受けた被災者の自立した生活を支援するため，議員立法に

より平成10年5月に成立した。その後，平成16年には被災者の居住安定確保のための支援

制度の創設等，法改正がなされ，全壊世帯に最高300万円の支援金が支給されることとな

った。本県においては，平成17年の台風第14号災害で初めて垂水市，錦江町に被災者生活

再建支援法を適用した。

， ， ，今回の災害については 災害の発生以降 各市町から県に報告された被害状況に基づき

被災者生活再建支援法の適用基準に達した市町に対して，適宜，法を適用した。

出水市，大口市，さつま町及び湧水町については，7月27日に被害が発生した7月22日に

遡り適用を決定し，また，7月28日には薩摩川内市及び菱刈町に，7月22日に遡り適用を決

定した。その後，8月4日に住家全壊被害が100世帯以上となったことから，施行令第１条

第３号の基準により，法の適用区域を県下全域とすることを決定した。

１ 被災者生活再建支援法の適用状況

住家被害(世帯)
区 分 適 用 根 拠 適 用 年 月 日

全 壊 半 壊 床上浸水

阿 久 根 市 2 1 14

出 水 市 3 443 8

大 口 市 6 177 11

薩摩川内市 9 60 18 施行令第１条第３号 平成18年７月22日

霧 島 市 1 1 1

さ つ ま 町 214 344 85

菱 刈 町 4 91 25

湧 水 町 - 220 78

長 島 町 - - -

計 239 1,337 240

２ 被災者生活再建支援金の申請状況 (平成19年3月15日現在)

申 請 う ち 支 給 済
区 分

件数 申 請 額 件数 支 給 額

阿 久 根 市 1 500,000円 1 500,000円

出 水 市 6 13,625,000円 4 9,325,000円

大 口 市 7 13,516,550円 7 13,516,550円

薩摩川内市 10 11,915,000円 10 11,915,000円

霧 島 市 1 500,000円 1 500,000円

さ つ ま 町 174 172,983,925円 173 172,739,940円

菱 刈 町 4 6,604,779円 4 6,604,779円

計 203 219,645,254円 200 215,101,269円
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第14章 災害義援金等

第１節 災害義援金の受付状況

， ， ，県北部豪雨災害により被災された方々を支援するため 県 日本赤十字社鹿児島県支部

社会福祉法人鹿児島県共同募金会，日本放送協会鹿児島放送局，日本放送協会厚生文化事

業団九州支局が実施主体となり，7月26日(水)から8月25日(金)の1ヶ月間を募集期間とし

て 「鹿児島県北部豪雨被害義援金」を募集することとなった。，

日本赤十字社鹿児島県支部，社会福祉法人鹿児島県共同募金会，日本放送協会鹿児島放

送局，日本放送協会厚生文化事業団九州支局に寄せられた災害義援金については，県の口

座に集約し，県に寄せられた災害義援金とあわせて，県から各市町を通じて被災者の方々

に配分した。

豪雨災害の被災状況が，連日，新聞，テレビ等で報道されたことから，被災者の方々に

お役立てしていただきたいとの趣旨で，天皇・皇后両陛下の御下賜金をはじめとして，全

国の都道府県・同議会・各種団体，個人等から被災者に対する災害義援金が募集期間を過

ぎてからもなお寄せられ，その額は5,200件 2億1,126万9,064円となった。

災害義援金の募集結果

実 施 主 体 件 数 金 額

鹿 児 島 県 92 126,290,657円

日本赤十字社鹿児島県支部 4,236 62,361,058円

鹿 児 島 県 共 同 募 金 会 825 22,331,264円

日本放送協会鹿児島放送局 47 286,085円

計 5,200 211,269,064円
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第２節 災害義援金の配分状況

県北部豪雨災害の被災者に対する災害義援金を公平かつ適正に配分するため，災害義援

金募集団体関係者に加え，社会福祉法人鹿児島県社会福祉協議会，鹿児島県市長会事務局

及び鹿児島県町村会事務局の関係者を委員とする「鹿児島県北部豪雨被害義援金配分委員

会」を８月30日に設置し，同日に委員会を開催して，配分の対象，基準，方法等について

協議した。

委員会の協議結果に基づき，県では被災市町に平成18年9月上旬に第1次配分を，平成18

年12月15日に第2次配分を，平成19年3月13日に最終配分を行った。

１ 第1次配分

被災者に迅速に義援金を配分するため，8月30日(水)に鹿児島県北部豪雨被害義援金

配分委員会を開催し，義援金の対象を「死亡 「重傷」の人的被害と 「床上浸水」以」， ，

上の住家被害とし，また，配分比率については災害救助法の適用基準を参考にして「床

上浸水」を1.0として 「死亡」は4.5 「重傷 「全壊」は3.0 「半壊」は1.5とするこ， ， 」， ，

とを決定した。

委員会の協議結果に基づき，8月28日現在の義援金総額１億7,246万8,156円(4,423件)

について，被害を受けた8市町の配分額を決定し，9月上旬から中旬にかけて１億7,165

万1,000円を配分した。

その後，被害確定に基づき，不足額として11月20日(月)に大口市に136万3,000円を，

11月28日(火)に出水市に121万8,000円を追加で配分した。

（１）第1次配分の配分比率と被害区分ごとの配分額

人 的 被 害 住 家 被 害
区 分

死 亡 重 傷 全 壊 半 壊 床上浸水
配 分 比 率 4.5 3.0 3.0 1.5 1.0

１件あたり
261,000円 174,000円 174,000円 87,000円 58,000円

の 配 分 額

（２）市町別配分一覧

区 分 配 分 額

阿 久 根 市 1,421,000円

出 水 市 38,570,000円

大 口 市 17,429,000円

薩摩川内市 8,091,000円

霧 島 市 493,000円

さ つ ま 町 73,892,000円

菱 刈 町 10,150,000円

湧 水 町 24,186,000円

計 174,232,000円
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２ 第2次配分

災害義援金の募集期間を過ぎてからもなお，全国各方面から温かい志が寄せられ，義

援金総額は2億1,126万9,064円となったことから，第２次配分を行うこととした。

12月12日現在の義援金総額から 「死亡 「重傷・全壊 「半壊 「床上浸水」の基， 」， 」， 」，

準額を算定して，各市町への配分額を決定し，１次配分額との差額3,467万円を第２次

配分として，12月15日(金)に各市町に配分した。１次，２次を合わせた義援金の配分総

額は，2億890万2,000円となった。

（１）第2次配分の被害区分ごとの配分額

区 分 配分率 配分額(a) １次配分額(b) ２次配分額(a-b)

死 亡 4.5 315,000円 261,000円 54,000円

重 傷 3.0 210,000円 174,000円 36,000円

全 壊 3.0 210,000円 174,000円 36,000円

半 壊 1.5 105,000円 87,000円 18,000円

床上浸水 1.0 70,000円 58,000円 12,000円

（２）市町別配分一覧

区 分 配 分 額(a) 第１次配分額(b) ２次配分額(a-b)

阿 久 根 市 1,715,000円 1,421,000円 294,000円

出 水 市 47,495,000円 38,570,000円 8,925,000円

大 口 市 21,035,000円 17,429,000円 3,606,000円

薩摩川内市 9,765,000円 8,091,000円 1,674,000円

霧 島 市 595,000円 493,000円 102,000円

さ つ ま 町 87,605,000円 73,892,000円 13,713,000円

菱 刈 町 12,202,000円 10,150,000円 2,052,000円

湧 水 町 28,490,000円 24,186,000円 4,304,000円

計 208,902,000円 174,232,000円 34,670,000円

３ 最終配分

第1次・第2次配分の残額2,367,064円については，最終配分として被災市町に災害支

援物資や備蓄物資の購入など，災害救助や防災のために使用することを目的として，3

月13日に配分した。

なお，各市町への配分は，既配分額の全体に占める割合で義援金残額を按分し，端数

については被害世帯数が最も多い「さつま町」に配分することとした。
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（１）各市町の配分額

市町 配分済額 配分率(a) 残額(b) 配分額(≒b*a)

阿久根市 1,715,000円 0.8％ 18,936 ≒ 19,000円

出水市 47,495,000円 22.7％ 537,323 ≒ 537,000円

大口市 21,035,000円 10.7％ 239,073 ≒ 239,000円

薩摩川内市 9,765,000円 4.7％ 2,367,064円 111,252 ≒ 111,000円

霧島市 595,000円 0.3％ 7,101 ≒ 7,000円

さつま町 87,605,000円 42.0％ 994,166 ≒ 994,000円

菱刈町 12,202,000円 5.8％ 137,289 ≒ 137,000円

湧水町 28,490,000円 13.6％ 321,920 ≒ 322,000円

計 208,902,000円 100.0％ 2,366,000円

※ 残額の1,064円はさつま町に配分する。

（２）配分状況一覧

市町 第1次配分額 第2次配分額 最終配分額 計

阿久根市 1,421,000円 294,000円 19,000円 1,734,000円

出水市 38,570,000円 8,925,000円 537,000円 48,032,000円

大口市 17,429,000円 3,606,000円 239,000円 21,274,000円

薩摩川内市 8,091,000円 1,674,000円 111,000円 9,876,000円

霧島市 493,000円 102,000円 7,000円 602,000円

さつま町 73,892,000円 13,713,000円 995,064円 88,600,064円

菱刈町 10,150,000円 2,052,000円 137,000円 12,339,000円

湧水町 24,186,000円 4,304,000円 322,000円 28,812,000円

計 174,232,000円 34,670,000円 2,367,064円 211,269,064円
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鹿児島県北部豪雨被害義援金配分委員会運営要綱

（目的）

第１条 この要綱は，平成18年７月鹿児島県北部豪雨災害により被害を受けた鹿児島県内

（ 「 」 。） ，の被災者支援のために関係機関が募集した義援金 以下 義援金 という について

被災者に公平かつ適正に配分するため，鹿児島県地域防災計画に基づき鹿児島県北部豪

雨被害義援金配分委員会（以下「委員会」という ）を設置する。。

（委員会の委員）

第２条 委員会は，次に掲げる者をもって構成する。

（１）委員長 鹿児島県保健福祉部長

（２）委 員 日本赤十字社鹿児島県支部事務局長

鹿児島県共同募金会常務理事兼事務局長

日本放送協会鹿児島放送局長

鹿児島県社会福祉協議会常務理事兼事務局長

鹿児島県市長会事務局長

鹿児島県町村会事務局長

２ 委員長及び委員がやむを得ない事情により出席ができない場合において，その者が指

名した者について，代理出席させることができる。

（委員会の主宰）

第３条 委員会の会議は，委員長が招集し，委員長が議長となる。

（委員会の審議）

第４条 委員会は，次の事項について審議するものとする。

（１） 義援金配分の対象

（２） 義援金配分の基準

（３） 義援金配分の方法

（４） 義援金配分の時期

（５） その他必要な事項

２ 委員会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，委員長の決する

ところによる。

（委員会の事務局）

第５条 委員会の事務を処理するため鹿児島県保健福祉部社会福祉課に事務局を置く。

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に必要な事項は，委員会に置いて別

に定める。

（附則）

この要綱は，平成18年８月30日から施行し，義援金の配分が完了した時点でその

効力を失う。
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第15章 要望活動

， ， 。政府現地調査団が来鹿 調査した際に要望書を提出したほか 上京しての陳情を行った

災害調査・要望状況（県が対応し，要望したものに限る）

要望 調査者（団）名 提出要望 主な対応者

月日

724 北側国土交通大臣 要望書①（県総括） 知事

土木部長

7/25 政府調査団 要望書①（県総括） 市橋副知事

(団長：嘉数内閣府副大臣) 総括危機管理監

7/27 鳩山民主党幹事長 要望書①（県総括） 市橋副知事

総括危機管理監

7/29 宮腰農林水産副大臣 要望書②（農林水産関係） 仮屋副知事

7/31 谷垣財務大臣 要望書①（県総括） 知事

8/3 北側国土交通大臣 要望書①（県総括） 知事

二階経済産業大臣等 ※県議会議長との連名 (県議会同行)

（1府4省1庁） ※上京し要望

8/3 中小企業庁現地調査団 要望書①（県総括） 商工労働部次長

(小川中小企業庁次長)

8/17 参議院災害特別委員会災害派 要望書①（県総括） 市橋副知事

遣 危機管理局次長

( 委 員 長 ： 山 本 香 苗 )

8/22 中小企業庁大雨被害フォロー 要望書①（県総括） 経営金融課長

調査団

(後藤中小企業庁商業課長)

8/18 峰久国土交通審議官ほか国土 要望書③（川内川関係-1） 知事

交通省幹部，県選出国会議員 要望書④（米之津川関係-1） (県議会同行)

等 ※上京し要望

11/9 北側国土交通大臣ほか国土交 要望書⑤（川内川関係-2） 知事

通省幹部，県選出国会議員等 要望書⑥（米之津川関係-2） (県議会同行)

※上京し要望
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要望書①（県総括）
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要望書②（農林水産関係）
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要望書③(川内川関係-1）
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要望書④(米之津川関係-1）



- 186 -

要望書⑤(川内川関係-2）
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要望書⑥(米之津川関係-2）
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（参考）災害復旧・復興における県の主な対応内容

【危機管理局】

日付 実際に実施した対策 関係課

7/24 知事が北側国土交通大臣に対し，被害状況を説明しするととも 危機管理防災課

に災害復旧対策を要望

7/25 副知事が嘉数内閣府副大臣を団長とする政府調査団の随行及び 危機管理防災課

災害復旧対策を要望

8/3 知事，県議会議長及び地元選出県議会議員が，北側国土交通大 危機管理防災課

臣，二階経済産業大臣等に対し災害復旧対策を要望

8/17 参議院災害対策特別委員派遣の随行及び災害復旧対策を要望 危機管理防災課
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【総務部】

日付 実際に実施した対策 関係課

8/2 生活再建支援対策本部を決定，各部に既存の支援策の活用や新 財政課

たな生活再建支援策について検討し，検討調書を提出するよう

指示

8/7 第1回生活再建支援対策本部会議を開催 財政課

各部の検討事項について協議し，課題を確認したうえで，この

課題を整理し，生活再建支援対策を取りまとめることとした。

8/7 豪雨被災者に係る県税の納期限等の延長について告示 税務課

8/16 「平成18年度7月鹿児島県北部豪雨災害」に係る生活再建支援 財政課

対策を公表

緊急に必要な予算は2.3億円を一般会計補正予算専決処分とす

る。

8/30 第2回生活再建支援対策本部会議を開催 財政課

「平成18年度7月鹿児島県北部豪雨災害」に係る生活再建支援対

策への取り組み状況について確認
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【保健福祉部】

日付 実際に実施した対策 関係課

8/25 鹿児島県被災者生活支援金制度の創設 社会福祉課

8/31 鹿児島県被災者生活支援基金造成

造成額 ４億円

負担割合 県1/2，市町村1/2

9/4 鹿児島県被災者生活支援金を被災市町に交付

対象市町 ５市３町

阿久根市，出水市，大口市，薩摩川内市，霧島市，

さつま町，菱刈町，湧水町

県北部豪雨災害に係る老人医療及び国民健康保険制度の運用に 長寿社会課

関すること

7/28 北薩９市町に対し 「鹿児島県北部豪雨災害による被災を受け，

た老人保健法による医療受給者及び国民健康保険被保険者に対

する一部負担金の減額等の取扱いについて」を通知

（通知内容）

・老人保健法による医療に関する一部負担金の減額等の取扱

いについて

・国民健康保険税の減免等について

・国民健康保険法による医療に関する一部負担金の減額等の

取扱いについて

8/7 北薩９市町に対し 「鹿児島県北部豪雨災害による被災を受け，

た老人保健法による医療受給者及び国民健康保険被保険者に対

する一部負担金の減額等の証明書の取扱いについて」を通知

（通知内容）

・一部負担金の減額等の証明書を発行する際の特記事項の記

載について

8/10 鹿児島県医師会等関係団体に対し 「鹿児島県北部豪雨災害の，

被災者に係る一部負担金の減額等の取扱いについて」を通知

（通知内容）

・災害による 一部負担金の減額等の取扱いについて
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日付 実際に実施した対策 関係課

県北部豪雨災害に係る介護保険制度の運用に関すること 介護保険課

7/26 北薩８市町，関係団体，関係保健所・福祉事務所に対し 「県，

北部豪雨災害に係る介護保険制度の運用について」を通知

（通知内容）

１ 介護報酬の取扱いについて

・ 介護保険施設等における定員超過の場合の減算について

・ 通所介護及び通所リハビリテーションにおける定員超過

の場合の減算について

・ 避難所での訪問介護等の介護サービスの提供について

２ 介護保険料の災害減免等について

8/11 北薩８市町に対し 「県北部豪雨災害に係る介護保険制度の運，

用について」を通知

（通知内容）

・ 介護保険施設等における定員超過の場合の減算について

水道施設の復旧に関すること 生活衛生課

7/27 出水市水道施設被災箇所の復旧方針打合せ

8/1 さつま町水道施設被災箇所の復旧方針打合せ

8/3 阿久根市水道施設被災箇所の復旧方針打合せ

8/4 菱刈町水道施設被災箇所の復旧方針打合せ

8/4 湧水町水道施設被災箇所の復旧方針打合せ

8/22 水道施設被災箇所現地調査(湧水町 菱刈町 さつま町 出水市)， ， ，

9/1 厚生労働省へ災害報告書進達

9/22 水道施設災害復旧事業 厚生労働省事前打合せ

10/11～ 水道施設災害復旧事業 実地調査

10/13
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日付 実際に実施した対策 関係課

7/24～ 医薬品卸業者に水害後使用する消毒用の防疫用薬剤を確保 薬務課

7/26

7/24 冠水飲用井戸水の検査窓口の設置及び水質検査の実施 （保健所）

～ 水害時の消毒法及び冠水井戸水消毒作業の指導

8/10 医薬品及び毒物劇物等の被害状況調査及び指導
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【商工労働部】

日付 実際に実施した対策 関係課

7/23 特別相談窓口の設置 経営金融課

商工労働部経営金融課及び県信用保証協会に被災商工業者に

対する経営・金融支援等のための相談窓口を設置

金融機関等への金融措置上の要請

九州財務局鹿児島財務事務所，日本銀行鹿児島支店が金融機

関等に対し，災害救助法適用市町の被災者からの預金の払い出

し等における特例措置を要請

7/24 県の緊急災害対策資金の適用を決定 経営金融課

保証機関，金融機関，商工団体，市町村へ通知

政府系中小企業金融機関が災害復旧貸付制度の適用を決定

7/25 政府調査団へ，セーフティネット保証の早期発動等を要請 経営金融課

金融機関等に，被災者からの融資相談への柔軟な対応を要請

8/1 経済産業省が，セーフティネット保証の発動を決定 経営金融課

8/4 セーフティネット保証の告示・発動（県内対象地域３市３町） 経営金融課

8/16 生活再建支援対策（金融対策）を発表 経営金融課

被災８市町の役場，商工団体，県信用保証協会及び政府系金

融機関へＦＡＸで連絡

(1) 県の「緊急災害対策資金」の信用保証料の免除（信用保証

料率を一律０％）

(2) 災害復旧に係る資金への利子補助の実施

中小企業者が災害復旧のために借り入れた政府系資金又は

県・市町村の制度資金について，市町村を通じ，融資額に応

じた段階的な利子補助の実施

(3) 県中小企業融資制度における保証人要件の緩和

市町村の被災証明を受けた被災中小企業を対象に，第三者

保証人を徴求しない特例措置の実施

8/18 生活再建支援対策（金融対策）を関係機関・団体へ通知 経営金融課
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日付 実際に実施した対策 関係課

8/21 県信用保証協会へ生活再建支援対策に係る取扱いを協議 経営金融課

8/22 県信用保証協会へ保証人要件緩和に係る取扱いについて通知 経営金融課

湧水町と利子補助について意見交換

8/25 出水市において市，商工団体，金融機関を対象に支援策を説明 経営金融課

9/6 被災８市町を対象に生活再建支援対策(金融対策)説明会を開催 経営金融課

10/31 県中小企業制度資金融資要綱を改正 経営金融課

(1) 緊急災害対策資金の改正

① 融資対象の追加（被災者生活再建支援法の適用災害によ

る被災中小企業者等を追加）

② 信用保証料率の引下げ（一律０％）

(2) 保証人要件の緩和

保証人要件を「保証機関の定めるとおり」に改正（第三者

保証人は原則不要）

11/14 全市町村を対象に，災害復旧に係る利子補助の実施にともなう 経営金融課

説明会を開催

11/30 県中小企業災害復旧資金利子補助金交付要綱の改正 経営金融課

12/6 災害復旧に係る利子補助（県利子補助事業）の実施について， 経営金融課

関係機関，団体へ通知
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【農政部】

日付 実際に実施した対策 関係課

7/26 耕地災害に係る査定前応急工事に着手 農地建設課

農業生産に影響を及ぼす緊急を要する29箇所で順次実施

9/13 激甚災害指定 農地建設課

9/25 耕地災害に係る災害査定開始（～12/15終了） 農地建設課

10/12 生活再建支援対策の「園芸産地復旧対策」に係る事業実施計画 農産園芸課

の承認
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【土木部】

日付 実際に実施した対策 関係課

8/3 国土交通省による災害緊急調査 河 川 課

9/13 激甚災害指定 河 川 課

9/19～ 平成18年度公共土木施設災害復旧事業第3次査定（河川局） 河 川 課

9/22 平成18年度公共土木施設災害復旧事業第1次査定（港湾局） 港湾空港課

10/2～ 平成18年度公共土木施設災害復旧事業第1次査定 都市計画課

10/6 （都市・地域整備局）

10/4 河川激甚災害対策特別緊急事業採択（川内川水系，米之津川） 河 川 課

10/16～ 平成18年度公共土木施設災害復旧事業第4次査定（河川局） 河 川 課

10/20

10/23～ 平成18年度公共土木施設災害復旧事業第5次査定（河川局） 河 川 課

10/27

11/13～ 平成18年度公共土木施設災害復旧事業第6次査定（河川局） 河 川 課

11/17

12/4～ 平成18年度公共土木施設災害復旧事業第7次査定（河川局） 河 川 課

12/8
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【教育庁】

日付 実際に実施した対策 関係課

7/24 各教育機関及び市町村に対しては各教育事務所を通じ社会教育 社会教育課

施設の被害状況報告を依頼

7/24～ 各教育機関については，今回の大雨による被害はない旨の報告 学校施設課

7/25 を受ける。

各教育事務所から報告のあった各市町村の被害状況速報は，次

のとおりである。

・虎居地区公民館（さつま町）

床上浸水（2ｍ程度）による設備の破損（詳細は後日）

・吉松公民館（湧水町 ））

床上浸水（1ｍ程度）による設備の破損（詳細は後日 ））

・阿久根市図書館（阿久根市）

雨漏り（2階一部）

・出水市音楽ホール（出水市）

地階トイレ水没（約2ｍ：復旧済み）

地階空調機械室（30cm浸水）

上記の外，さつま町・湧水町は被害状況調査中

7/25 各市町村の被害状況速報を文部科学省へ報告 学校施設課

7/26 湧水町の被害状況報告を下記のとおり受ける。 学校施設課

・吉松中央公民館（被害額約8,000千円）

・吉松中央公民館別館（被害額約5,000千円）

床上浸水による備品，図書，視聴覚教材等全て使用不能

・中津川地区公民館（被害額約2,000千円）

・川添地区公民館（被害額約2,000千円）

床上浸水による畳，障子，襖，一般備品等全て使用不能

7/28 文部科学省に公立学校施設災害報告書及び事前着工届の提出 学校施設課

7/31 公立学校共済組合に保険対象となる被害住宅の再建申請を提出 総務福利課

市町教委が2学期の授業関係分の復旧着工 学校施設課
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日付 実際に実施した対策 関係課

8/3 さつま町より被害状況報告を下記のとおり受ける。 学校施設課

・虎居地区公民館（被害額約49,185千円）

天井裏まで冠水し汚泥の流入により被害発生

・施設内の床，壁，天井等の剥がれや崩落

・電気，空調設備使用不能

・備品の流失及び冠水により使用不能

8/7 関係所属に被災住宅の復旧を指示 総務福利課

8/7 地方公務員等共済組合法の規定に基づく災害見舞金の請求書の 総務福利課

）受付開始 (公立学校共済

8/8 文部科学省へさつま町と湧水町の被害状況（金額）を報告 社会教育課

8/10 共済組合保険対象住宅の復旧着工 総務福利課

8/10 さつま町教育委員会社会教育課長が来課，今回の災害に対して 学校施設課

詳細報告及び国の災害復旧補助があるのかの確認

（激甚災害になれば，詳細調査後に補助の有無が決定する旨を

文部科学省に確認）

8/17 さつま町財政課長，財政係長が来課，今回の災害に対して詳細 学校施設課

報告

8/21 文部科学省に公立文教施設災害復旧費国庫負担金（補助）事業 学校施設課

計画書の提出

8/31 さつま町，湧水町の現地確認視察（企画助成係2名） 学校施設課

激甚災害法が適用になるため今後，国の方で現地調査等の後，

災害復旧補助の手続きがなされる予定である

9/8 共済組合保険対象住宅の復旧完了 総務福利課

9/11～ 文部科学省及び財務省九州財務局による災害現地調査（査定） 学校施設課

9/15
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日付 実際に実施した対策 関係課

9/22 被災住宅の復旧完了 総務福利課

9/25 災害給付金の給付 総務福利課

文部科学省から公立文教施設災害復旧費国庫負担金（補助）事 学校施設課

業の内示

10/6 市町教委が本格復旧着工 学校施設課

H19 復旧完了 学校施設課

3末
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